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こども基本法・こども大綱
こども基本法

2022年6月成立 2023年4月施行

こども政策に関する基本理念を定める。

こども大綱（2023年12月閣議決定）

こども大綱について、こども基本法に以下が規定されている

・こども施策に関する基本的な方針、こども施策の関する重要事項、こ
ども施策を推進するために必要な事項について定める

・少子化社会対策大綱、子供・若者育成支援推進大綱、子供の貧困対策
に関する大綱を統合して、こども大綱に含む。

・都道府県はこども大綱を勘案してこども計画を策定するよう努める。
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こども基本法 第1条

この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神に
のっとり、次代の社会 を担う全てのこどもが、生涯にわたる人
格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健 やかに成
長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわら
ず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送る
ことができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策
に取り組むことができるよう、こども施策に関し、基本理念を定
め、国の責務等を明らかにし、及びこども施策の基本となる事項
を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等により、
こども施策を総合的に推進することを目的とする。

→ こどもの権利をこども施策の基底に置く

こども施策に関して基本理念を定める
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こども基本法 第２条
この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。

２この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこ
どもに関する施策及びこれと一体的に講ずべき施策をいう。

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなに
なるまでの心身の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健
やかな成長に対する支援

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結
婚、妊娠、出産、育児等の各段階に応じて行われる支援

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備

→「こども」を年齢で区分していない―年齢による制度分断を防ぐ

→ 若者支援、家族支援、養育環境整備を含む包括的な施策

４



こども基本法 第３条
こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならな
い。

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障
されるとともに差別的取扱いを受けることがないようにすること。

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障され
ること、愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその
自立が図られることその他の福祉に係る権利が等しく保障されるととも
に、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）の精神にのっとり教育を
受ける機会が等しく与えられること。

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直
接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活
動に参画する機会が確保されること。

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見
が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること。
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こども基本法 第３条（２）

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の
保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこ
どもの養育に関し十分な支援を行うとともに、家庭での養育が困難な
こどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を確保することにより、
こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること。

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境
を整備すること。

→１号から４号は、「児童の権利に関する条約」のいわゆる４原則、
「差別の禁止」、「生命、生存及び発達に対する権利」、「児童の意
見の尊重」、 「児童の最善の利益」に対応。
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こども大綱における「子ども施策に関する基本的な方針」

全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送る
ことができる「こどもまんなか社会」の実現に向けて、日本国憲法、
こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、以下の６本
の柱を政府におけるこども施策の基本的な方針とする。

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性
を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利
益を図る

→こども・若者を権利主体としてとらえる

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、
対話しながら、ともに進めていく

→意見表明と参加・協働
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こども大綱における「子ども施策に関する基本的な方針」

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく
対応し、十分に支援する →切れ目のない支援

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこど
も・若者が幸せな状態で成長できるようにする

→貧困・格差の解消

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え
方を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望
の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む

→若者世代の生活基盤の安定―子育ての前提

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間
団体等との連携を重視する →施策の総合性・連携
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北海道子どもの生活実態調査に見る政策課題
調査の概要 （以後、添付資料参照）

実施時期 2021年～2022年 （2016年～2017年に第1回調査）

調査対象 北海道内の2歳・5歳・小学2年生の保護者 小５・中２・
高２の子どもとその保護者 合計約3万人 （回収率約70％）

調査方法 自記式アンケート調査 学校・保育所等を通して配布、回
収（札幌市2歳は郵送、北海道2歳は乳幼児健診時に配布）

実施主体 北海道は北海道大学と北海道の共同

札幌市分は札幌市、北大研究班が分析受託

本研究は科学研究費基盤A「子ども・子育て家族の貧困と政策・実践（代表：松本伊智朗）」による研究事
業の一部である。調査研究班：松本伊智朗 上山浩次郎 大谷和大 加藤弘通 川田学 関あゆみ 鳥山ま
どか（以上北海道大学） 大澤真平（札幌学院大学）
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北海道子どもの生活実態調査に見る政策課題
所得階層別の分析を基本とする

格差・貧困の視点から、生活問題を考察するため

こども大綱の基本方針④⑤の観点からの検討

厚生労働省が公表している貧困率の推計に用いる貧困線を基準とする

図１ 大きな所得格差の中での子育て

母子世帯の60.6％が低所得層Ⅰに属する

→ ジェンダー平等への志向を明確にする

雇用条件整備・安定的雇用の確保

補足：子どもの年齢・学年が上がるほど、格差が拡大する

2歳 低所得層Ⅰ11.3％ 上位所得層17.8％

高2 低所得層Ⅰ18.1％ 上位所得層23.0％
北大子ども発達臨床研究センター 子ども発達臨床研究第19号 2024 松本・鳥山論文
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子どもと親のウェル・ビーイング

１ 時間の制約

図２ 母子世帯の母親に夜勤勤務の比率が高い

→ 所得保障・労働規制による時間の保障

夜の時間帯の保育・子どもの居場所

２ つながり

表３ 貧困と社会的孤立が相互関係にある

図７ 特に2歳児の親の孤立度が高い

→ 社会関係を豊かにする取り組み

保育所等の効果の再確認
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子どもと親のウェル・ビーイング

３ 健康

図４ 所得階層が低いほど、保護者の健康状態が悪い

→ 医療・保健に貧困対策の視点 貧困層を排除しない制度

教育・福祉に医療・保健の視点 健康に配慮する実践

図５ 貧困と健康の悪化は、それぞれ受診抑制を促進する

→ 実質的な医療アクセスの保障 費用、時間、通院、仕事

受診抑制は養育者により強い

→ 子どもだけではなく、親への支援

親に負担が集中することへの留意／親の休息時間の確保
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子どもと親のウェル・ビーイング

３ 健康 補足（添付資料になし）

・貧困は保護者の精神的健康を損ねる

うつ・不安障害が疑われるものの比率

上位所得層 5.5％ ⇔ 低所得層Ⅰ 16.2％

・障害のある子どもがいる比率は、低所得層のほうが高い

北大子ども発達臨床研究センター 子ども発達臨床研究第19号 2024 関あゆみ論文

・子どもの医療費助成は受診抑制を防ぐ効果がある

小２ 全額助成11.0％ 部分助成14.6％ 助成なし15.4％

北大子ども発達臨床研究センター 子ども発達臨床研究第19号 2024 陳勝論文
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子どもの経験・学びと進学希望

１ 子どもの活動と経験

図９ 貧困はこどもの活動・経験を制約する

→ 家族資源に依存しない子どもの活動の機会

２ 子どもの学び

図11 低所得層の子どもは、学業達成の不利を負っている

→ 貧困による不利を招かない学校運営・カリキュラム

３ 進学希望

図13 貧困は子どもの進学希望を制約する

図14 進学希望は教育資源の配置の影響を受ける

→ 教育費の私費負担の軽減 過疎地への追加的割当
14



制度利用

制度利用

表４ 低所得層に社会制度・サービスからの排除傾向

→ 情報の周知・アクセスの保障

人として尊重される対応 「傷つけられたので行きたくない」

15



おわりに ―北海道総合教育大綱の改定に対する提起

本報告―格差・貧困が子ども・子育てに与える不利・困難の検証

格差・貧困の解消は、こども施策が有効に機能するために不可欠
生活基盤の安定が教育施策を機能させる
福祉政策・実践と教育政策・実践の連携・協働

貧困によるウエルビーイングの毀損を補う施策は重要
自治体レベルでの各分野の取り組みを連動させる

こども大綱：

貧困と格差はこどもやその家族の幸せな状態を損ね、人生における選択可能性を
制約し、ひいては社会の安定と持続性の低下にもつながる。このため、貧困と
格差の解消を図ることは、良好な成育環境を確保し、全てのこども・若者が幸せ
な状態で成長できるようにするための前提であり、全てのこども施策の基盤と
なる。
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おわりに ―北海道総合教育大綱の改定に対する提起

子どもの権利の観点を基盤に置く

格差・貧困の問題を、子どもの権利侵害の問題として理解する。

こども大綱：
今この瞬間にも、貧困によって、日々の食事に困るこどもや、学習の機会や部活
動・地域クラブ活動に参加する機会を十分に得られないこども、進学を諦めざる
を得ないなど権利が侵害された状況で生きているこどもがいる。こどもの貧困を
解消し、貧困によるこうした困難を、こどもたちが強いられることがないような
社会をつくる。こどもの貧困は、経済的な面だけではなく、心身の健康や衣食住、
進学機会や学習意欲、前向きに生きる気持ちを含め、こどもの権利利益を侵害す
るとともに、社会的孤立にもつながる深刻な課題であり、その解消に全力をあげ
て取り組む。
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